
第２章　人材の育成

今後想定される様々な行政需要に的確に対応し、区の持続可能性を確かな

ものとしていくためには、職員能力のより一層の強化が求められます。

  限られた人員で最大限に能力を発揮し、より質の高い区民サービスの提供

を継続するためには、職員一人ひとりが能力を十分に発揮し、絶えず成長し

続けることが重要です。

そのためには、成長を促す機会の提供や支援体制の整備も欠かせません。

区は、令和７年１月に「大田区人材育成・確保基本方針～OneTeamAction

～」を策定しました。

本方針に基づき、「チャレンジを続ける職員の育成」と「ウェルビーイン

グで持続的にチャレンジできる職場づくり」を推進しています。この章では、

人材の育成についてやその活動状況を報告します。
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「
大
田
区
人

（１）人材育成の目標

【求められる職員像】

【めざす意識（行動規範）】

（２）人材育成・確保に関する取組みの方向性

【めざす職場像】

　「大田区人材育成・確保基本方針～One Team Action～」（以下「基本方
針」という。）は、人的資本経営の発想を取り入れ、人材育成の目標や人材
育成・確保に関する取組みの方向性を示した中長期的な方針です。

　また、今回の改定で以下の「めざす職場像」を新設し、職員の前向きな挑
戦を支える環境づくりを重点的に推し進めます。

　 上記（１）を実現するためには、人材確保、人材育成、人事管理、職場環境の
整備の取組みを戦略的に進め、組織力向上の好循環を生み出すことが重要です。そ
の点に留意の上、職員研修実施計画では、人材育成の具体的な取組みを示します。

• d 

•  

組織力向上の好循環

笑顔あふれる未来の大田区をめざし、チャレンジを続ける職員

お互いを支え合い、チームワークを生かして目標達成に取り組みます

区民目線に立って考え、区政を担うプロとして職務に取り組みます

経営感覚を持ち、スピード感とコスト意識を重視して改革・改善に取り

組みます

職員がウェルビーイングで持続的にチャレンジできる職場

人材確保

人材育成

職場環境の

人事管理

・多様な採用方法の活用

・選ばれる組織となるための

魅力の発信

・職員の成長を促す配置管理

・人事評価制度の効果的な活用
・職場内マネジメントの推進

・誰もが働きやすい

環境の整備

・健康管理等の推進

・研修プログラムの整備

整備

※ウェルビーイングとは、個人の権利や自己実現が保障され、身体的、精神的、社会的にも良好な状態に

あることを意味する概念です。

１ 人材育成・確保基本方針
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　全ての職員が、大田区職員として求められる知識、能力をそれぞれのキャリアの中で着実
に身に付け、チャレンジを続ける意欲を持った職員を育成するため、「自己啓発支援」「職
場内研修（ＯＪＴ）支援」「職場外研修」を連携させた能力開発を行っています。
　職場外研修については、大田区独自の研修と特別区職員研修所が実施する共同研修を組み
合わせて実施することで、より専門性の高い研修を受講することが可能となっています。

　特別区職員研修所とは、23区が共通の事務を共同処理するために設置した地方自治法上の
一部事務組合である「特別区人事・厚生事務組合」（昭和26年設置）の機関の一つで、特別
区が共同で実施する職員研修に関する事務を行っています。

（１）能力開発の体系

用語説明

ポイント

能
力
開
発

特別区職員研修所

職層研修

カフェテリア研修

職務研修

職層研修

自治体経営研修

専門研修

大田区

ステップアップ研修

サポート研修

清掃研修

自己啓発支援・・・・・・職員一人ひとりが自ら行う能力開発の支援

職場内研修（ＯＪＴ）支援・・職場ごとに行う能力開発の支援

職場外研修・・・・・・・人事課が研修を実施して行う能力開発

２ 研修実施計画
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　人材育成の方法には、職場内研修（ＯＪＴ）、職場外研修、自己啓発の３つがあり、こ
れらはまとめて「人材育成の３本柱」と言われています。
　ＯＪＴは、日常の業務の中で、職場の実態に合った実践的な能力開発を一人ひとりの特
徴に合わせて実施することが可能です。そのため、区ではＯＪＴを人材育成の中心に位置
づけ職場外研修・自己啓発支援と連携させた能力開発を推進しています。

◯自己啓発支援
　職員の主体的な能力開発を奨励・応援するため、職務上有用な資格取得支援、自己啓発
教材（図書やＤＶＤ）の貸出し、幹部職員を目指す職員に向けた勉強会、自主研究グルー
プ支援、区政の推進に資する高度な知識や技術を習得しようとする職員の支援等を行って
います。

○職場内研修（ＯＪＴ）支援
　区ではＯＪＴを「職員が相互に、職場内での具体的な仕事を通じて、仕事に必要な知
識・技術・技能・態度等を意図的・計画的・継続的に育成するための活動」と定義してい
ます。全ての職場において、ＯＪＴがより計画的・効果的に行われるよう支援するため、
職場研修への講師派遣、民間研修機関等が実施する専門講座への派遣、研修資材・教材の
貸出し等を行っています。
　また、新規採用職員の教育担当者と係長を対象とした新人育成リーダー研修や窓口職場
を対象とした区民サービス向上支援研修等、ＯＪＴの充実につなげるための研修も実施し
ています。

○職場外研修
　職場外研修は、職層研修・職務研修・カフェテリア研修の３種類に分類されます。
　職層研修では係員・主任・係長・管理職といった職層に応じて求められる知識や能力を
大田区職員として着実に身に付けるための研修を実施しています。
　職務研修では、職員が職務に関する専門的知識、能力を身に付け、正確で効率的な職務
遂行を支援するための研修を実施しています。
　カフェテリア研修では、職員自らが複数の研修メニューの中から自分が必要とする研修
を選択できるように、特別区職員研修所が実施するステップアップ研修等も活用して実施
しています。

（２）能力開発の概要

解 説

（２）能力開発の概要

解 説

効果が高い研修の実施

研修の効果を高める取り組み

職場外研修

評価・振り返り

職場内研修（ＯＪＴ）支援

自己啓発支援
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目的 対象者 人数 日程 内容

自主研究グループの活動
支援

全職員 - 随時
自主研究グループ活動費用
の一部助成

職務と関連する資格取得
の支援

要件有り - 随時
支援対象資格を取得するた
めの講習会等の受講料を1/2
助成（限度額あり）

職員の自己啓発の契機
業務改善の推進、組織の
活性化を図る

全職員 -
審査会において審査し、優
秀な提案については表彰

自己啓発支援 自ら学習する職員の支援 全職員 - 随時 教養図書等の貸出し

自律的な成長とキャリア
充実を支援する

全職員 - 随時
自己のスマートフォン等で
コンテンツを視聴

昇任意欲の醸成 有資格者 ＊ 12～９月
管理職昇任選考対策講座
の実施

窓口職場における「区民
サービス」の向上を図る

希望職場 - 10～３月
外部専門講師の覆面調査結
果に基づく助言・指導

各所属の課題に応じた職
場研修実施支援

５職場を指定 - ７～12月
外部専門講師の覆面調査結
果に基づく助言・指導

職場研修の支援 希望職場 - 随時 民間講師等を職場に派遣

高度で専門的な知識･技
術の習得

希望職場 -
国及び外郭団体等の専門講
座へ派遣

職務遂行に必要な専門的
知識・技術の習得

希望職場 - 民間の専門講座へ派遣

新規採用職員配属職場の
計画的なＯＪＴの推進を
図る

希望する新人
育成リー
ダー、係長

167名 ５月
指導育成者に求められる役
割、新人育成計画書の活用

明るく風通しの良い職場
風土の醸成を図る

全職場 *
年２～３
回程度

管理監督者が業務の進行管
理の助言等をする場として
実施

職場研修の支援 全職場 * 随時 研修教材・器材の貸出

新任研修（Ⅰ類､
Ⅱ類､Ⅲ類、氷河
期）

区職員としての基本的な
心構えと区政に関する基
礎知識の習得を図る

新規採用職員
前期200名
後期184名

前期４月
後期９月

＜前期＞区長講話、情報セ
キュリティ、公務員倫理、
健康管理、区の財政、ビジ
ネスマナー等
＜後期＞地域力、メンタル
ヘルス、災害対策、多文化
共生等、区内文化めぐり

新任研修（Ⅰ類､
Ⅱ類､Ⅲ類、氷河
期）〈特別区職員
研修所派遣〉

地方公務員として必要な
知識と心構えの習得を図
る

新規採用職員
前期186名
後期187名

前期４月
後期９月

＜前期＞地方自治制度、地
方公務員と公務員倫理等
＜後期＞接遇、仕事の進行
管理等

新任研修（経験者
採用）

区職員としての自覚を高
め、区政に関する基礎知
識の習得を図る

新規採用職員
（経験者採用）

前期22名
後期22名

前期４月
後期９月

新任研修の一部を受講

新任研修（経験者
採用）〈特別区職
員研修所派遣〉

地方公務員として必要な
知識と心構えの習得を図
る

新規採用職員
（経験者採用）

22名 ４月
地方自治制度、地方公務員
と公務員倫理等

採
用
２
年

採用２年目研修
公務を遂行するうえで必
要な福祉・協働・防災の
知識の習得を図る

採用２年目（令
和６年４月１日
付け経験者１級
職含む）

187名程度 10月

協働の意義、区民活動団体
の活動理解、ユニバーサル
デザインのまちづくり、障
がい者の方の体験談、災害
対策

採
用
５
年

現任研修
〈特別区職員研修
所派遣〉

職場の中堅職員としての
能力向上を図る

採用５年目（主
任を除く）

160名程度 ６～12月

特別区を知る、人権、リー
ダーシップ、フォロワー
シップ、タイムマネジメン
ト等

採
用
９
年

採用９年目研修
働きがいをもって成長し
続けられるよう、キャリ
アデザインの支援

採用９年目 101名 ８月、９月
キャリアデザインの考え
方、自己分析、キャリアビ
ジョンの設定

資格取得支援

職員提案 (休止)

自
己
啓
発
支
援

特別研修

毎年度「大田区職員研修実施計画」を作成し、これに基づき能力開発・研修を実施しています。
令和７年度の実施計画は下記のとおりです。

項目

自主研究グループ支援

自己啓発支援（e-ラーニング）

新
任

職
場
内
研
修

(

O
J
T

)

支
援

区民サービス向上支援研修

職場研修講師派遣

専門派遣研修

民間講座派遣

新人育成リーダー研修

個別職員面談

ＯＪＴ支援

職
場
外
研
修

職
層
研
修

職場の課題別出前講座

（３）令和７年度大田区職員研修実施計画
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目的 対象者 人数 日程 内容

主任昇任準備研修

主任職として求められる
役割と職責を理解させ、
自覚を促すとともに、主
任職に必要な職務知識の
習得を図る

令和７年度主
任職昇任選考
合格者

100名程度 １月

部長講話、主任の役割、区
の財政、公務員倫理、災害
対策、メンタルヘルス、情
報セキュリティ対策

主任選考フォロー研
修

主任選考から一部免除さ
れた内容に関し必要な知
識の習得を支援する

令和７年度主
任職昇任選考
合格者（Ｂ区
分合格者及び
Ｃ区分合格者
のうち希望
者）

15名程度 ２月 地方公務員法、地方自治法

新任主任研修

EBPM（根拠に基づく政策
立案）に求められるロジ
カルな考え方と現状把
握・課題分析などの手法
の習得を図る

令和７年度主
任昇任者及び
令和７年度経
験者（主任）
採用職員

104名程度 ９～12月

課題分析、課題解決、企画
立案、業務改善、政策提言
書の作成、プレゼンテー
ション

主任２年目研修

係長を補佐する主任とし
て、建設的な議論や合意
形成、成果のあがる会議
の実現に向け、会議進行
役としてのファシリテー
ションスキルの習得を図
る

令和５年度主
任昇任者及び
令和５年度経
験者採用職員
（係員を除
く）

103名 ６～８月
ファシリテーターの役割、
議論の構造化、合意形成、
模擬会議

係長職昇任準備研修

係長職として求められる
役割と職責を理解させ、
自覚を促すとともに、係
の責任者としての対応に
必要な知識の習得を図る

令和７年度係
長昇任選考合
格者

130名程度 １月
区長講話、公務員倫理、大
田区の広聴、係長の職責・
役割

係長職昇任時研修
（区政知識）

区政を取り巻く環境変化
への理解を促進し、係の
責任者として身につけて
おくべき区政知識を取得
を図る

令和５年度係
長職能力実証
合格者

59名 ６月
区の財政、人権・同和問
題、訴訟事例、災害対策

係長職昇任時研修
（クラス別）

係長の円滑な業務遂行と
活性化に必要なマネジメ
ント能力の習得により、
係長職としてのスキル向
上を図る

令和６年度係
長職能力実証
合格者

64名 ６月～８月

部下の勤怠管理、部下との
かかわり方、部下への目標
設定、部下の指導・育成、
メンタルヘルス、ハラスメ
ント、効果的なＯＪＴの進
め方

係長職昇任時研修
（実務知識）

係長として適切に審査・
判断できるために必要な
実務知識を習得を図る

令和６年度係
長職能力実証
合格者

75名程度 12月
文書事務、会計事務、契約
事務、情報セキュリティ対
策

係
長

新任係長研修

現場のリーダーに求めら
れる管理スキルを習得さ
せ、係長としてのマネジ
メント能力向上を図る

令和７年度及
び令和６年度
途中係長任用
者

53名 ６～８月
人と仕事のマネジメント
（業務の優先順位付け、業
務調整と意思決定等）

課
長
補
佐

課長補佐研修

課長補佐としてのマネジ
メントスキルや課全体に
係る課題解決の手法を学
び、組織及び職層間の調
整等、課長補佐として求
められる役割に必要な能
力の習得を図る

令和７年度課
長補佐昇任者

30名 ６月 人材育成、組織力向上等

管
理
職
候
補
者

管理職候補者研修

管理職への昇任に備え、
自治体経営を担う一員と
して、その職に求められ
る役割と職責に対する自
覚を促す

令和７年度管
理職選考合格
者

未定 12月 管理職の心得、区政知識

項目

主
任

係
長
・
主
査
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目的 対象者 人数 日程 内容

管理職昇任前研修
〈特別区職員研修所
派遣〉

管理職特有の課題につい
て理解を深めるととも
に、管理職に求められる
知識を習得し、職務に対
する意識・意欲を高める
ことで、自覚と心構えを
醸成する

管理職選考合
格者で令和８
年度管理職昇
任予定の職員

13名程度 12～１月
危機管理、労使関係、議会
対応、不当要求対応、特別
区の現状と課題、講話

新任管理職研修Ⅰ・
Ⅱ

職務に必要な知識やスキ
ルを身につけさせ、管理
職としての意識醸成を図
る

新任･転入･派
遣受入管理職

14名 ５月

区長講話、自治体経営、区
の財政、人事管理、労務管
理、ハラスメント防止、
1on1ミーティング、議会と
執行機関の関係、人事評価
の基礎、危機管理における
管理職の役割、内部統制、
マスコミ対応

新任管理職研修Ⅲ

幹部職員としての自覚を
促し、区政の推進役とし
ての意識醸成とマネジメ
ント能力の向上を図る

新任･転入･派
遣受入管理職

13名程度 10月
メンタルヘルスマネジメン
ト、区政課題

新任管理職研修Ⅳ
（自治体マネジメン
ト実践）〈特別区職
員研修所派遣〉

講義・実践を通じて、
自治体におけるマネジ
メントの理論と技術の
理解を促す

新任の課長級
職員

12名程度 ７～12月
自治体のマネジメント、事
務事業スクラップの実践手
法、実践課題とその評価

管理職２年目研修
防災リーダーとして育
成し、大規模自然災害
への対応力強化を図る

管理職２年目
の職員

14名程度 ６～12月
防災士養成機関等への派遣
研修

管理職講演会
自治体マネジメントの
重要性理解と実践力向
上を図る

全管理職 全管理職 10月 未定

技
能

新任技能研修

区職員としての基本的
な心構えと区政に関す
る基礎知識の習得を図
る

新規採用職員
（技能）

13名
前期４月
後期９月

地域力、メンタルヘルス、
災害対策、多文化共生等

技
能
主
任
昇
任
前

技能主任昇任準備研
修

技能主任職として求めら
れる役割と職責への理解
や自覚を促すとともに、
技能主任職に必要な職務
知識の習得を図る

令和７年度技
能主任昇任選
考合格者

３名程度 １月

部長講話、技能主任の役
割、区の財政、公務員倫
理、災害対策、メンタルヘ
ルス、情報セキュリティ対
策

技
能
長

新任技能長研修

人権問題やメンタルヘ
ルスケア等についての
正しい知識と適切な対
応を習得および、技能
長としての資質の向上
を図る

令話７年度技
能長任用者

１名 ７月
人権・ハラスメント、メン
タルヘルス、ゲートキー
パーの役割

清
掃
技
能

清掃研修
〈特別区職員研修所
派遣〉

清掃事業の最新の動向
や現場の課題を学ぶ

清掃事務所職
員、転入者

41名程度 ５～２月

新任技能、現任技能、技能
主任、新任技能長、技能長
（３年目）、統括技能長、
転入（同和問題）

職
場
外
研
修

項目

職
層
研
修

管
理
職
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目的 対象者 人数 日程 内容項目

区政の現状・課題等に
ついて職務上必要な知
識の習得を図る

転入・派遣
受入等

11名 ４月
区長講話、区の財政、情報
セキュリティ、公務員倫
理、健康管理

区民の生命・安全を守
る職員として、災害発
生時や区民のけが・急
病時等に応急処置を行
えるよう実践的な知識
と技能の習得を図る

区民と接する
機会が多い所
属、採用２年
目の職員（必
修）、令和７
年度主任職昇
任選考・係長
職能力実証合
格者（必
修）、希望す
る職員

810名程度 ９～１月
心肺蘇生法
ＡＥＤ使用法ほか

災害発生時に職員の中
核となって区民の生命
安全を守る人材を育成
するため、普通救命講
習の内容に加え、搬送
法などのより高度な救
命技能を習得させる

令和７年度課
長職任用者
（必修）、希
望する職員

30名 ７月～12月
小児・乳児の心肺蘇生
外傷の応急手当ほか

文書事務の基礎知識の
習得、適正な文書作成
及び文書管理能力の向
上を図る

希望する職員 142名程度
８月～10月
eラーニング
にて実施

文書作成、文書管理

会計事務の基礎知識と
運用ルールの習得を図
る

希望する職員 100名程度 未定 会計事務の基礎知識

契約事務の基礎知識と
運用ルールの習得を図
る

希望する職員 100名程度 未定 契約事務の実務知識

業務の効率化や区民
サービスの向上に向け
た取り組みを促進させ
る

未定 未定 未定 未定

マイナンバーの安全管理
措置と今後の動向を学ぶ
ことでセキュリティ意識
を高めるとともに、今後
の業務における取扱の注
意点等を学ぶ

総務課情報セ
キュリティ担
当が指定する
所属

180名程度 11月
個人情報の適正利用と特定
個人情報の安全管理　等

コンプライアンスやリス
クマネジメントに対する
意識を向上させ、内部統
制の推進を図る

内部統制推進
員

110名程度 12月
日常の事務事業におけるリ
スクマネジメント、業務の
見直しの検討　等

精神・発達障害の基礎
知識を習得させ、共に
働く上で必要な配慮事
項の理解を深める

希望する職員 13名 ５月
精神・発達障害の種類と特
性、共に働く上でのポイン
ト

聴覚障がい福祉に対す
る理解を深める

希望する職員 未定 ６～11月
聴覚障がいとは、手話や指
文字、口話などのコミュニ
ケーション技法

業務において活用でき
る手話の習得を図る

希望する職員 - 手話講習（初級課程）

実務に必要なOAスキル
（Word、Excel、
PowerPoint）の基本的
な技術及び知識の習得
を図る

希望する職員 未定 ５～３月 Word、Excel、PowerPoint

精神・発達障害者しご
とサポーター養成講座

ＩＣＴ研修

内部統制研修

聴覚障がい者理解講座

上級救命講習

文書事務研修（初級）

会計事務研修

契約事務研修

マイナンバー制度研修

転入・採用者研修（区
の基礎知識）

普通救命講習

手話講習会（初級）
（休止）

OA研修

職
務
研
修

職
場
外
研
修
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目的 対象者 人数 日程 内容項目

職

務

研

修

職務に関する専門知識
の習得を図る

希望する職員 659名 ４～３月
実務（戸籍、税等）、保
健・衛生・福祉、まちづく
り、児童相談所

業務改善に関する知識や
ノウハウの習得及び組織
文化の変革と、働きがい
のある職場づくりを支援
する

係長級職員
希望する主任
職員

26名 ６月

働き方改革とは、係長級職
員に求められるマネジメン
ト、タイムマネジメント手
法ほか

職員のニーズにあった
講座を開催し、知識、
スキルの向上を図る

希望する職員 25名程度 未定

メンタルヘルスに関する
最新の動向及びメンタル
ヘルス不調者への的確な
対応とその予防方法の習
得を図る

新任メンタル
ヘルス推進員
新任係長
希望者

85名程度
eラーニング
にて実施

メンタルヘルス、ゲート
キーパー

議会答弁の事前準備、説
明力向上を図り、説明責
任を果たすことができる
管理職を育成する

管理職選考合
格者(課長補
佐)、課長職
１年目の職員

５名程度 ５月～10月 議会答弁

管理職に求められる危機
管理について理解し、メ
ディア対応の方法を学ぶ
ことで説明責任を果たす
ことができる管理職を育
成する

課長級の職
員、管理職選
考合格者(課
長補佐)

４名程度 ５月～１月 危機管理(メディア対応）

経営管理能力、政策形成
能力の向上を図る

管理職、係長
級職員
希望する主任
職員

４名程度 10月～１月

組織力を最大化する職員
エンゲージメント向上戦略
DX時代に求められる次世代
リーダーの視点等

職務遂行能力の向上、
基礎知識の習得を図る

希望する職員 96名程度 随時
思考力・論理構築力向上、
説明力・交渉力強化等

研修講師養成、基礎知
識の習得を図る

希望する職員 43名程度 随時
講師養成、公務基礎、講演
会等

専門知識の習得を図る 希望する職員 未定 未定

管理職DX、キャリアデザイ
ン、子どもの権利擁護、児
童相談所関連トピックス、
特別区制度（eラーニング）

能力開発講座

ステップアップ研修
〈特別区職員研修所派遣〉

職
場
外
研
修

管理職研修（メディア
トレーニング）
〈特別区職員研修所派遣〉

専門研修
〈特別区職員研修所派遣〉

業務改善のためのマネ
ジメント研修

サポート研修
〈特別区職員研修所派遣〉

試行研修（調査研究）
〈特別区職員研修所派遣〉

メンタルヘルス・ライ
ンケア研修

自治体経営研修
〈特別区職員研修所派遣〉

管理職研修（議会答
弁）〈特別区職員研修所派
遣〉
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　令和６年度の大田区実施の研修修了者は3,017人で特別区職員研修所実施研修修了者1,423
人と合わせ、１年間で述べ4,440人の職員が研修を受講しています。

2,586 2,438
2,865 3,017

1,442
1,367

1,377
1,423

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

人数 大田区職員研修修了者数の推移

ポイント

注）大田区計 － 大田区実施の研修修了者の合計 
特別区計 － 特別区職員研修所実施の研修修了者の合計

大田区計

特別区計

３ 能力開発の実績（令和３年度～令和６年度）

4,028
3,805

4,242

4,440
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① 自己啓発支援

区分 事業名 実績

 自主研究グループ助成 ０グループ

 大学院科目履修修学支援 ０件

 資格取得支援 21人

 図書の貸出し
延べ
265件

自
己
啓
発
支
援

　　職員の自ら学ぶ意欲を醸成と専門知識・技術の向上のため、職務と関連する資格取得の支
援、自主研究グループの支援などを実施しました。

　職員が自ら学ぶ意欲を醸成し、専門知識・技術を向上するため、職務と関連する資格取得
の支援や英語コミュニケーション能力向上のためのＴＯＥＩＣ受験料の助成等を実施しまし
た。

　 大学院科目履修に必要な費用を
   助成

内容

　 区政に関する事項を研究する
　 グループの活動費用の一部助成

 　資格取得に必要な講習会等の
   受講料の２分の１（限度額あり）
   を助成

　 自己啓発のための教材の貸出し

令和６年度大田区実施の研修等能力開発の実績は、

自己啓発支援 ４事業 助成対象者21人（申請者21人）

職場内研修（ＯＪＴ）支援 ６事業 修了者数 217人、14職場
職場外研修   42講座 修了者数 3,017人

大田区実施の研修等能力開発の内訳は、次のとおりです。

（１）令和６年度の実績

ポイント
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② 職場内研修（ＯＪＴ）支援

区分 事業名 修了者数等

 区民サービス向上支援研修 ６職場

 職場研修講師派遣 ７職場

 専門派遣研修 延べ32人

 民間講座派遣 4人

 新人育成リーダー研修 181人

 能力開発用テキスト・ＤＶＤ
 の貸出し

　  延べ55件

 国、東京都等が開催する専門知識に
 関する研修に派遣

 民間研修機関等で実施している講座
 等に職員を派遣

 新規採用職員が配属された職場の係
 長と育成担当者向けに、新人育成の
 意義と手法を学ぶ研修の実施

 ＯＪＴ（職場内研修）のための教材
 の貸出し

　職員の能力開発は、職場内研修（ＯＪＴ）が中心となります。
　人事課は、人を育てる職場づくりのため、職場の主体的な研修が円滑に実施・運営で
きるよう支援しています。
　なお、各職場での研修の実施状況は、「令和６年度職場内研修（ＯＪＴ）実績」（34
頁）に記載しています。

　職場内研修（ＯＪＴ）を人材育成の中心として位置づけ、全ての職場において、より計画
的、効果的に能力開発が行われるように、次のとおり支援事業を実施しました。

内容

職
場
内
研
修
（

Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

支
援

 各職場において、外部講師の覆面調
 査結果に基づく接遇研修の実施

 職場研修に講師を派遣

職場内研修（ＯＪＴ）支援として、上記のほか研修資材等の貸出しを実施しました。
研修室・ＯＡ研修室の貸出し 11件
研修資材・機材の貸出し 36件（プロジェクター等）

ポイント
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＜令和６年度職場内研修（ＯＪＴ）実績＞

所属部 部計（回数）

1 企画経営部 71

2 総務部 41

3 地域力推進部 163

4 スポーツ・文化・国際都市部 17

5 区民部 75

6 産業経済部 6

7 福祉部 112

8 障がい者総合サポートセンター 3

9 健康政策部 61

10 こども家庭部 152

11 まちづくり推進部 35

12 鉄道・都市づくり部 6

13 空港まちづくり本部 5

14 都市基盤整備部 64

15 環境清掃部 35

16 会計管理室 6

17 教育総務部 28

18 選挙管理委員会事務局 6

19 監査事務局 14

20 議会事務局 11

計 911

　
研

　各職場において「職場研修（ＯＪＴ）実施計画書兼報告書」を作成し、所属職員の
職務遂行能力の向上と人材育成に取り組んでいます。令和６年度は、区全体で911回実
施されました。

　研修の内容は、人事異動による異動者を対象とした実務研修をはじめ、職場全体の
業務遂行能力(基礎知識・技術等）や接遇力の向上を図る研修等が実施されています。
　また、職場研修の講師として専門家や大学教授等を招聘し、更なるスキルアップに
つなげることを目的とした「職場研修講師派遣制度（33頁）」も活用されています。
　職場内研修は、区民サービスの向上に直結する内容が多いため、今後もより計画
的、効果的な実施が図られるよう支援していきます。

ポイント
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③ 職場外研修

ア 職層研修

区分：研修名 修了者数

202

　 新任研修（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類、氷河期）  【合同】区長講話、地域力 等　【クラス別】ビジネスマナー 182

　 新任研修（経験者）  【合同】新任研修（前期・後期）と合同実施 19

　 新任研修（技能）  【合同】新任研修（前期・後期）と合同実施 1

166

 　採用２年目研修 166

―

　 採用５年目研修 ―

 採用９年目 36

　 採用９年目研修 36

296

　 主任昇任準備研修  部長講話、主任の役割、区の財政、公務員倫理、災害対策 111

　 主任選考フォロー研修 11

 　新任主任研修（選択制） 95

　 主任２年目研修 79

272

 　係長職昇任準備研修  区長講話、公務員倫理、大田区の広聴、係長の職責・役割 69

 　係長職昇任時研修（区政知識） 76

 　係長職昇任時研修（クラス別） 69

 　係長職昇任時研修（実務知識） 58

3

 　新任技能長研修 3

93

 　新任係長研修 61

 　課長補佐研修 32

5

 　管理職候補者研修 5

296

 　新任管理職研修Ⅰ・Ⅱ 14

 　新任管理職研修Ⅲ 20

　 新任管理職研修Ⅳ ―

 　管理職講演会 248

　 管理職２年目研修 14

1,369

 政策形成、事業の企画、政策提言書の作成方法

 主査

内容

 区長講話、人事評価、議会と執行機関の関係、ハラスメント対策 等

 管理職の心得、区政知識

 係長

 区の財政、人権・同和問題、訴訟事例、災害対策

 ファシリテーション

 文書事務、会計事務、契約事務、情報セキュリティ対策

 組織マネジメント、係間の調整・合意形成、上司の補佐

 新任

 メンタルヘルスマネジメント、区政課題

 管理職

 管理職候補

 人権問題・ハラスメント、メンタルヘルス、ゲートキーパーの役割

 技能長

　　職場外研修は、研修対象者、内容に応じて「職層研修」「職務研修」「カフェテリア研修」
　の３区分に分けて実施しました。特別区職員研修所への派遣の状況は「令和６年度特別区職
　員研修所派遣実績」（37頁）に記載しています。

 特別区職員研修所派遣　（37頁）参照

 地方公務員法、地方自治法

 採用２年目

 採用５年目

合計

 ハラスメント、広報戦略

 キャリアデザインの考え方、自己分析、キャリアビジョンの設定

 主任

 協働のあり方、ユニバーサルデザインのまちづくり、災害対策等

 特別区職員研修所派遣　（37頁）参照

 防災士養成機関等への派遣研修

 係長職に求められる部下のマネジメントスキル

 業務の優先順位付け、調整・意思決定、業務の進捗管理
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イ 職務研修

区分：研修名 修了者数

 会計事務研修 85

 文書事務研修（初級）（ｅラーニング） 143

 契約事務研修 110

 ＩＣＴ研修 64

 マイナンバー制度研修 160

 内部統制研修  コンプライアンスやリスクマネジメント等 206

 救命講習 612

 転入・採用者研修 7

 聴覚障がい者理解講座 5

 精神・発達障害者しごとサポーター養成講座 19

 人事評価の基礎研修 2

1,413

ウ カフェテリア研修

区分：研修名 修了者数

 キャリアデザインセミナー 25

 能力開発講座（ＥＢＰＭ研修） 24

 能力開発講座（ファシリテーション研修） 19

 働き方改革のためのマネジメント研修 23

 メンタルヘルス・ラインケア研修 144

235

　　職務研修は、職員が職務上必要としている専門的な知識やスキルを習得することを目的
　として、次のとおり実施しました。

内容

 歳入事務、支出事務、現金出納簿

 文書事務概論、文書管理、公文書の作成

 契約総論、契約各論、検査

 普通救命講習、上級救命講習

 行政手続きのオンライン化推進について

 情報セキュリティ、区のあらまし・区政の課題

計

　　カフェテリア研修は、職員が自ら、現在自分が必要としている能力、知識等を習得する
　ために、複数のメニューから研修を選択して受講できるよう、次のとおり実施しました。

内容

 マイナンバーの利活用について等

 聴覚障がいを知ろう、手話（入門）

 精神・発達障害の特性、共に働く上でのポイント

 「大田区人材育成・確保基本方針」（令和６年改訂）を踏まえ、各職層ごとに求められる職
務遂行能力向上のための職層研修や専門的な知識とスキルを習得するための職務研修、ス
マートワーク推進に資するカフェテリア研修を実施しました。
　またeラーニングや職員ポータルを活用した情報発信等、効果的な実施方法も取り入れまし
た。

計

 情報活用、データ分析

 係長級職員に求められるマネジメント、タイムマネジメント手法

 モチベーションコントロール、キャリアビジョンの設定

 職場のメンタルヘルス維持のポイント、ゲートキーパーとしての対処法等

 建設的な議論、合意形成

ポイント
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 講座数 127 講座

 修了者数 1,423 人

内訳は、次のとおりです。

修了者数

105

258

137

74

574

＜ステップアップ研修＞

修了者数

15

14

57

14

5

105

＜職層研修＞

修了者数

185

182

19

202

8

8

7

24

635

＜サポート研修＞

修了者数

8

38

10

56

＜試行研修＞

修了者数

38

7

45

<自治体経営研修>

修了者数

7

1

8

 課題発見・問題解決  対話によるポジティブアプローチ　計１講座

＜専門研修＞

区分：研修名 内容

 実務  戸籍・課税ほか　計11講座

 保健・衛生・福祉  地域保健ほか　計23講座

 まちづくり  まちづくり（入門）ほか　計17講座

 児童相談所関連  児童福祉司任用前講習会ほか　計21講座

計

区分：研修名 内容

計

区分：研修名 内容

 論理構築

 対人関係、説明・交渉力

 新任管理職研修Ⅳ（自治体マネジメント実践）  自治体のマネジメント、事務事業スクラップの実践手法 等

 新任（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類、氷河期）前期  仕事の進め方、地方自治制度 等

 新任（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類、氷河期）後期  接遇、仕事の進行管理 等

 新任（経験者）  地方自治制度、人権、公務員倫理

 採用５年目（現任研修）  特別区の歴史、人権、中堅職員としての能力の向上

 公務基礎  地方公務員法、地方自治法ほか　計７講座

 管理職昇任前  管理職としての自覚と心構え

 管理職  メディアトレーニング、メンタルヘルス、議会答弁　計３講座

 清掃  現任技能ほか 計７講座

計

区分：研修名 内容

 調査研究  動物愛護管理行政ほか　計10講座

計

内容

 講師等養成  人権・同和問題、汚職等事故防止ほか　計５講座

計

計

区分：研修名 内容

 経営管理能力  リーダーのコミュニケーション、民間企業に学ぶ経営改革の決断と実現

 政策形成能力  広報戦略で考える地域ブランディング

 他団体との共催

 組織貢献

 組織マネジメント

 思考力・論理構築力向上　計１講座

 説明力・交渉力強化ほか　計４講座

 協働型リーダーシップほか　計２講座

 メンタルヘルスマネジメントほか　計２講座

 防災士養成講座、公文書管理セミナー　計２講座

 講演会  逆境こそ味方に！～未来を切り拓く発想法～　小島 慶子氏

②専門③特別

② ステップアップ研修

②専門③特別

（２）令和６年度特別区職員研修所派遣実績

②専門③特別

 37


